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１．具体事例のフォローアップ 

 

●これまで提案された都市再生特別地区の事例について、フォローアップ調査を行

った。各事例の基礎情報及び特徴を次ページに整理している。 
 

●これまで提案された事例からは、次のような傾向がみられた。 
 

・ 提案により都市計画決定された事例は５件であり、２件は都市計画決定権者自ら

が案を作成し、都市計画決定している。 

 

・ ３件は地権者である企業が、２件は組合（土地区画整理組合（横浜市）、再開発

組合（高松市））が提案者となっている。 

 

・ 地権者数の少ない地区での活用事例が多くなっており、多数の地権者による再開

発事業が絡むような地区での活用は高松の事例のみとなっている。なお、提案に

より都市計画決定された５件中４件が地権者の同意率が 100%となっている。 

 

・提案から都市計画決定されるまでの期間については、高松の約２ヶ月が最短で、

次いで、名古屋の約４ヶ月、東京都の約５ヶ月、神戸の約５ヶ月半、横浜の約

６ヶ月の順となっている。 

 

・ 都市計画決定権者が自ら案を作成した２件及び高松の事例については、街区にこ

だわらない早期事業化が可能となる区域取りが行われている。 

 

・ ほとんどの事例が容積率の緩和を受けているが、高松の事例は、都市再生特別地

区による容積緩和を受けていない（高松丸亀町商店街Ａ街区は、高度利用地区で

緩和されていた内容と同じ容積率を設定）。なお、他の制度では達成できない高

容積率を実現しているのは、２件（名古屋市、神戸市）のみとなっている。 

 

・ 「誘導すべき用途」を定めている事例は１件（横浜市）のみとなっている。 

 

・ 都市再生特別地区とあわせて、地区計画を定めることにより、貢献内容として提

案された地区施設等の整備の実現を担保している例（横浜市）がみられた。 

 

・ 都市再生への貢献として提案・評価された内容は、従来通りハードな内容がほと

んどであるが、大阪市の事例では、集客魅力の向上や経済波及・税収効果、雇用

創出効果などソフトな内容が評価されている。また、従来制度の主な評価項目で

ある公開空地の整備よりも、それ以外の多様な貢献を果たすことが、評価されて

いるケースが多くみられる。 
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都市再生特別地区の既存事例の概要 
（平成 16年 3 月末現在） 

位置等 

（従前の土地利用） 

大阪市中央区心斎橋筋一丁目 

（そごう心斎橋店） 

名古屋市中村区名駅四丁目 

（豊田ビル・毎日ビル） 

札幌市中央区北３西４ 

（日本生命ビル・合同庁舎跡地）

横浜市神奈川区橋本町二丁目 

（旧 NKK 浅野ドック跡地） 

東京都品川区大崎二丁目 

（明電舎事務所・同工場跡地） 

神戸市中央区雲井通７丁目 

（神戸新聞会館跡地） 

高松市丸亀町他 

（高松丸亀商店街・三越周辺）

地区特性 

大阪の商業中心地である心斎橋

地域に位置し、主要幹線道路（御

堂筋）に接道する街区の一部 

ＪＲ名古屋駅前に位置し、主要幹

線道路（名駅通）に接道する街区

全体 

札幌の中心地に位置し、幹線道路

に囲まれた街区の一部 

京浜臨海部西端に位置し、周囲に

は、中央卸売市場を始め工場等が

立地する大規模敷地 

副都心大崎駅前に位置し、広範囲

に地区計画（再開発等促進区）が

定められているエリアの一部 

ＪＲ三ノ宮駅前で、周囲に私鉄、

地下鉄、新交通などが集まる神戸

の玄関口に位置する街区全体 

中央商店街の北の玄関口に位置

する街区の一部とそれに隣接す

る中小店舗による商店街の一角 

開発概要 
●老舗百貨店の発祥の地におけ

る店舗の建て替え 

●複数の老朽事務所系複合ビル

を超高層事務所系複合ビルへ

建て替え 

●旧合同庁舎跡地と隣接敷地を

一体的に開発し、高層事務所ビ

ルを建設 

●ドック跡地の都市的機能への

土地利用転換 

●事務所ビルの建て替えと工場

跡地の都市的機能への土地利

用転換 

●震災で倒壊した神戸新聞会館

跡地の情報発信型複合ビルへ

の建て替え 

●市街地再開発事業による商店

街の共同化と既存デパートと

の一体的まちづくり 

提案年月日       （なし） 平成 14 年 10 月 24 日 （なし） 平成 15 年 6月 26 日 平成 15 年 8月 12 日 平成 15 年 10 月 14 日 平成 16 年 2月 9日 

都市計画決定年月日 平成 15 年 2月 7日     平成 15 年 2月 14 日 平成 15 年 7月 1日 平成 15 年 12 月 25 日 平成 16 年 1月 20 日 平成 16 年 3月 30 日 
平成 16 年 4月 13 日を予定 

（都市計画審議会議決済み） 

提案者      － 東和不動産・毎日新聞社 －
山内ふ頭周辺地区 

土地区画整理組合 
明電舎 神戸新聞社

高松丸亀町商店街Ａ街区市街地

再開発組合 

地権者数        ２名 ２名 １名 ７名 １名 ２名 ３７名

同意率        － 100% － 100% 100% 100% 権利者数 91.9%・面積 96.3%

高松丸亀町商店街Ａ街区 内町街区 
区域面積       約 0.5ha 約 1.8ha 約 1.5ha 約 7.1ha 約 2.4ha 約 0.3ha

約 0.5ha 約 1.0ha 

最高限度 

（指定容積率） 

1,300% 

（1,000%） 

1,420% 

［うち 60%は、地域冷暖房施設等

の床面積に供するものとする］ 

（1,000%） 

1,000% 

（800%） 

400% 

（200%） 

750% 

（300%） 

1,600% 

（800%） 

550% 

（500%（高度利用

地区で 550%））

500% 

（500%） 
容
積
率 

最低限度        1,000% 1,000% 300% 10% 500% 800% 200% 200%

建ぺい率の最高限度        80% 80% 80% 60%、40% 60% 80% 70% 80%

建築面積の最低限度        2,000 ㎡ 1,000 ㎡ 300 ㎡ 100 ㎡ 5,000 ㎡ 2,000 ㎡ 200 ㎡ 200 ㎡

高さの最高限度 

（予定階数） 

高層部 87m 等 

（地上 14 階、地下２階） 

高層部 247m 等 

（地上 47 階、地下 6階） 

高層部 100m 等 

（詳細については検討中） 

高層街区 130m 等 

（地上 39 階 等） 

高層部 141m 等 

（地上 31 階、地下 3階） 

100m 

（地上 18 階、地下２階） 

高層部 36.5m 
（地上９階、地下

１階） 

高層部 36.5m
（地上７階、
地下１階）

壁面の位置の制限 
道路境界線から 2～10m、 

隣地境界線から階段状等 
道路境界線から 3.5～4m 等    道路境界線から 2～20m 等 道路境界線から 2～8m 道路境界線から 1～22m 等 道路境界線から 1～2m 

道路境界線から

1～1.5m 

道路境界線

から 1～5.0m

建築物その他の工作

物の誘導すべき用途 
－      － －

ホテル等／劇場、映画館等／学校

／病院／共同住宅等／老人ホー

ム等／店舗／図書館、博物館等／

ボーリング場等 

－ － － －

区域図 

same scale 
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位置等 

（従前の土地利用） 

大阪市中央区心斎橋筋一丁目 

（そごう心斎橋店） 

名古屋市中村区名駅四丁目 

（豊田ビル・毎日ビル） 

札幌市中央区北３西４ 

（日本生命ビル・合同庁舎跡地）

横浜市神奈川区橋本町二丁目 

（旧 NKK 浅野ドック跡地） 

東京都品川区大崎二丁目 

（明電舎事務所・同工場跡地） 

神戸市中央区雲井通７丁目 

（神戸新聞会館跡地） 

高松市丸亀町他 

（高松丸亀商店街・三越周辺）

都市再生特別地区と

しての特徴 

●提案なしで市が都市計画決定 

●街区にこだわらない区域取り 

●他の制度では達成できない高

容積率を実現 

●建築基準法第52条第13項の許

可分 60%を、特定行政庁の許可

の手続きを省略化するため、上

乗せして都市計画決定 

●提案なしで市が都市計画決定 

●街区にこだわらない区域取り 

●区画整理組合による提案 

●誘導すべき用途が設定されて

いる 

●地区計画の指定及び臨港地区

の解除が同時に都市計画決定

されている 

●既に地区計画（再開発等促進

区）が指定されている区域で

の提案 

●地区計画（再開発等促進区）

及び都市計画道路の変更を同

時に提案 

●他の制度では達成できない高

容積率を実現（指定容積率の２

倍、日本で最高容積率） 

●市街地再開発事業及び高度利用地

区が都市計画決定されている地区

での提案（都市再生特別地区の適用

に際し、高度利用地区は廃止） 

●壁面の位置指定と高度利用地区で

は規定できない高さの最高限度を

定め、斜線制限を緩和 

●街区にこだわらない区域取り 

○広域的・国際的な商業・業務機
能の集積 

●文化・交流機能を導入（ｼﾈﾏｺﾝﾌﾟ
ﾚｯｸｽ、ﾎｰﾙ、屋上展望施設等） 

●駅前広場の機能補完（広場、駅
と直結したﾀｸｼｰ乗場の設置） 

●歩行者の回遊性の向上（歩道、
歩道状空地、地下街接続部にｻﾝ
ｸﾝｶﾞｰﾃﾞﾝを整備） 

○連続したにぎわいの確保（通り
沿いに路面店を主体とした商
業施設の設置） 

●地下街の防災性能の向上（接続
部にｻﾝｸﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ、それに連続す
る貫通通路の設置） 

●２つの敷地の集約化による土
地有効利用 

●地球環境への配慮（地域冷暖房
施設、ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ、中水
道施設、屋上緑化等の導入） 

○名古屋の玄関口に相応しい開
放的で品格のある建物の外観 

 
（○は下記の評価項目にはないもの） 

●京浜臨海部の構造改善の促進、

東神奈川臨海部周辺の再整備

の一躍を担う 

●業務・商業・都市型住宅の導入

●区域外の臨港幹線道路の用地

の一部の整備、市への提供 

 

以下は、計画上の配慮として提案

された内容 

●海辺に広がる形で市民の憩い

の場（オープンスペースやプロ

ムナード等）を確保 

●「神奈川お台場」の将来復元の

可能性をふまえた公園の配置 

●街並みへの配慮（海に向かう空

間的広がりの確保、陸側から海

側へ徐々に高さを低くする） 

●まちの管理運営を行うマネー

ジメント組織の設置を検討 

●交通広場機能の充実・強化（事

業予定地の交通広場を拡充・

整形化） 

●公共駐輪場の早期整備 

●歩行者ネットワークの形成

（歩道状空地、歩行者通路、

デッキ等の整備） 

●憩いとにぎわいの空間づくり

（大規模な緑地空間（大崎の

森）の整備、デッキ上の広場

状空地、交通広場と建物低層

部の店舗のにぎわいを一体化

する広場、交通広場周辺のに

ぎわい空間と大崎の森をつな

ぐ屋内広場の整備） 

●業務・商業機能の拠点形成（大

規模かつ最新鋭のオフィスと

魅力ある商業施設等の整備） 

●環境負荷低減（地球環境に配

慮した熱源システム、再生水

の利用、屋上緑化等の導入） 

●バスターミナル（既存のものに

連続）の整備（１Ｆ部分） 

●歩行者デッキの整備（２Ｆ部

分） 

●西側地下道の整備 

●周辺歩道の整備 

●情報プラザの設置 

●サテライトスタジオの設置 

●映像供給施設の設置 

●教育文化施設の設置 

●バリアフリー対応エレベータ

ーの設置 

●市街地再開発事業により下層

階の商業施設、上層階の都市型

住宅など当該地区にふさわし

い高さ、配列等を備えた複合建

築物を整備 

●快適で歩きやすいモールとし

賑わいを確保するため下層階

における街並みの形成を誘導 

●合理的な建築構造や一定の住

環境を確保するため上層階に

おける適切な隣棟間隔を配置 

●複数の街区を一体的に計画す

ることによるオープンスペー

スの確保と魅力的な広場や街

路の整備 

●市街地再開発事業の付置義務

駐車場を施行地区外の隔地に

整備 

●屋上庭園による緑地の配置 

都市再生への貢献と

して提案された内容 
－ 

出典：提案書類中の「都市計画提案の理由」 

－ 

出典：市担当者ヒアリング結果  出典：大崎駅西口Ｅ東地区都市計画の素案 出典：神戸新聞社担当者ヒアリング 出典：香川県担当者ヒアリング結果 

地域整備方針 適合項目 地域整備方針  評価項目

文化・交流

機能等の導

入 

ホール・会議室の設置 

スカイプロムナード

（展望台）の設置 

総合評価 京浜臨海部の構造

改善の促進、東神奈

川臨海部周辺の再

整備の推進 

複合市街地の

形成 

業務・商業・都市型

住宅の導入 

駅前広場の

機能補完 

タクシー乗り場の設置

（タクシー乗り場につ

ながる地下から地上へ

の出入口の設置） 

臨港幹線道路

の整備 

用地の一部の整備、

市への提供 

地

上 

広場の設置２カ所各

300 ㎡以上 

歩道上空地 

 壁面後退：東側の南

北道路から 3.5m、上

記以外の道路から 4m 

海への眺望が

開けたプロム

ナードなど、安

全で快適な歩

行者ネットワ

ークの形成 

歩 行

者 空

間 の

充実 

地

下 

ｻﾝｸﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ（広場）、吹

き抜け、地上と地下を

つなぐ階段等の設置 

地下南北通路 

 地下街のバイパス機

能（幅員 6m 以上） 

公開性の高い

空地の確保に

よる緑のネッ

トワーク形成 

市民を受け入れる

遊歩道の整備、公園

等のオープンスペ

ースの配置 

海辺へ広がる空間

の確保 

「神奈川お台場」の

将来復元の可能性

をふまえた公園の

配置 

街区内で土

地を集約化 

現在の豊田ビルと毎日

ビルの敷地を共同化 

地域冷暖房

施設等を導

入 

地域冷暖房施設、中水

道施設、雨水貯留槽の

設置 

街並み形成に

配慮した都市

開発事業の促

進 

街並みへの配慮（海

に向かう空間的広

がりの確保、陸側か

ら海側へ徐々に高

さを低くする） 

●集客魅力・にぎわいの創出（商

業核の充実、歩行者の回遊性の

向上、地域情報の発信など） 

●公共施設等の整備（地下鉄駅接

続部のバリアフリー化、防災性

の向上など） 

●経済波及・税収効果、雇用創出

効果 

●市が主要な軸と位置づけてい

る通り沿いにオープンスペー

スを確保 

●街並み景観の向上に寄与（駅前

通り沿いでの周辺建築物の高

さとの調和） 

●地域の活性化に貢献（低層部の

商業施設と整備予定の地下道

への接続） 

同上 

 

（都市計画審議会の場では、

「交通広場の拡充・整形化、

あるいは公共駐輪場の整備、

駅東西自由通路と一体化した

建物整備、大規模な緑化空間

の整備など」を評価したと説

明がなされている。） 

同上 

（上記提案内容を総合的に評価）

同上 

（市街地再開発事業の効果的な

実施に有効） 

注）明確にあげられるものを整理した

ものであり、上記にない項目も総合的

評価の中では評価している。 

注）地域整備方針との対比で整理した

ものであり、上記にない項目も総合的

評価の中では評価している。 

都市再生への貢献と

して評価された内容 

出典：「新都市 2003 年 5月号」掲載記事『心

斎橋地区の都市再生特別地区』、市担当者

ヒアリング結果 出典：都市計画審議会用資料 

出典：「都市住宅学会 42号」掲載記事『行

政ニュース』、市担当者ヒアリング結果 出典：市担当者ヒアリング結果 

出典：市担当者ヒアリング結果、都市計画

審議会議事録 
出典：市担当者ヒアリング結果 出典：香川県担当者ヒアリング結果 
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２．行政ヒアリング 

 

 

●平成 14 年度調査で作成した「都市計画提案制度の活用手法について」の中で提案

している諸システムを、行政側に実際のシステムとして取り入れてもらうための課

題等を明確にするため、主要論点を抽出した上で、行政へのヒアリングを行った。 
 
 
【ヒアリング先】 

 
自治体名 部署 

都市計画局都市づくり政策部開発企画課 
東京都 

都市計画局都市づくり政策部土地利用計画課 

千代田区 まちづくり推進部都市計画課 

中央区 都市整備部都市計画課 

港区 街づくり推進部都市計画課 

新宿区 都市計画部計画調整課 

品川区 まちづくり事業部都市計画課 

横浜市 都市計画局都市計画部都市計画課 

 

 

【主要論点及びヒアリング結果】 

 
①大枠了解方式について 

 

（大枠了解方式を導入するにあたっての懸念事項） 

・協定や契約という形で了解内容を担保するのは困難との意見が多かったが、

一方で、協議の際に打合せ議事録をとり、双方でその内容を確認しておく方

法や、検討会等の審査組織の場で行政としての方向性を提示する方法等、担

保性は劣るが、実質的に大枠了解に近い対応が可能との意見もあった。 
・また、運用レベルではなく、大枠だけを都市計画決定できるよう制度を改変

し、制度としてそのような仕組みをもつべきではないかという意見もあった。 
 
②第三者機関による客観的評価について 

 

（第三者機関の行政側にとっての必要性） 

・たとえば、事業採算性の検討など、ソフトな部分を行政側で評価するのは困

難との認識のもと、第三者機関が必要であるという意見が多く出された。 
  

 4



（第三者機関による客観的分析を介在させる上での懸念事項） 

・どのような人材、組織が第三者機関を担うかという点については、行政内に

内部化すると行政手続きとなるので、硬直的になったり、時間がかかってし

まうおそれがあるという意見や、案件がどれだけでてくるかわからない、ま

た多様なジャンルが想定されるなかで、それらを行政内で抱えるのは困難と

の意見が出された。また、ＮＰＯが成熟し、専門性をもち、第三者機関とな

ることに期待しているとの意見も出された。 
 
③事前協議におけるワンストップショップについて 

  

（実態） 

・ワンストップショップの必要性を認識した上で、極力ワンストップショップ

となるよう努めているとの意見が多かった。 
  

（協議窓口を一本化するにあたり、懸念される事項） 

・現在のスタッフ・体制からすると、全ての案件についてワンストップショッ

プで対応するのは困難であるとの意見や、さらには、ワンストップが可能と

なるようスタッフを充実させることも組織的に余裕がないので難しいとの

意見があった。 
 

④周辺地域も含めたグランドデザインについて 
  

（上位計画と整合しない場合でも、将来像レベルの内容について提案者と対等な形で

議論すべきと考えられるがいかがか。） 

・上位計画に整合しないから門前払いすることはないとの意見が多かったが、

マスタープランは、大まかな方向性を示すものであるため、これと整合しな

いような内容はあまりないのではないか、またそれに反するようなものは受

け入れ難いという意見もあった。 
・また、都市計画マスタープランで区分している地域を範囲にグランドデザイ

ンを描いてほしい、開発者と地域住民、地権者が協力して地区レベルのグラ

ンドデザインを描くことが望ましいなど、前向きな意見も出された。 
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ヒアリング項目 東京都（開発企画課） 東京都（土地利用計画課） 千代田区 中央区 港区 新宿区 品川区 横浜市 

大
枠
了
解
方
式
に
つ
い
て 

大枠了解方式を

導入するにあた

っての懸念事項 

了解内容を協定で担保す

るのは難しい。協議の際

に打合せ議事録をとり、

双方でその内容を確認し

ておくレベルが現実的｡ 

熟度を高めながら活用す

るという意味で、大枠だ

けを都市計画決定できる

「ゆるやかな都市再生特

別地区」みたいなものの

必要性は感じている。 

大枠了解をした内容が、

第三者の土地の売買に

からむと、行政側の責任

問題となるので了解は

難しい。再開発等促進区

の方針を先にかけて概

ねの計画容積率を設定

し、さらに、都市再生貢

献により計画容積率を

再考し、特区を重ねて指

定するという方法が現

実的ではないか。 

単体開発ではなく、広い

範囲で大枠を決めるこ

とは考えられる。 

大丸有と同様な形で大

枠を決めておいて、その

範囲内であれば自由に

計画ができるような形

とすることが望ましい。

ただ、その大枠を地域に

いかに説明し、理解を得

るかは難題である。 

法制度の中で仕組みを

つくらないと難しい。運

用レベルで行政が了解

するのは不可能。 

再開発型の場合、絵姿が

ないと地権者を納得さ

せられない。区主導で進

めている開発案件では、

勉強会の段階から大枠

となる容積率や絵姿を

明示している。 

水面下ではなく公に了

解してしまうと、情報公

開の対象となり透明性

は高まるが、早い段階で

住民との問題が生じる

などかえって時間がか

かるのではないか。 

この方式を具体化する

ためには、要綱等で予め

明確に位置づける必要

がある。 

協定とまではいかない

が、一定の段階で、審査

組織での検討により、行

政としての方向性の了

解を示したいと考えて

いる。 

議会を通さずに、行政だ

けの判断で了解して協定

を結ぶのは困難。 

明電舎の事例では、事前

に関係課の調整会議を設

け、懸念事項の洗い出し

を行い、それを解消して

から提案してもらった。

この調整会議での了承が

大枠了解に近い意味をも

っていた。 

都計審や議会など拠り

所がない中で行政は了

解できない。行政が大枠

了解をしておいて、都計

審で否決された場合、行

政の責任が問われ、訴訟

になりかねない。誰が責

任を持つのか、現場担当

者が整理しきれるもの

ではない。 

第三者機関の行

政側の必要性 

現審査体制は都市計画部
局だけで構成されている
が、都市計画の枠を超え
たソフトの内容は、この
メンバーだけでは評価で
きない。そういった意味
でぜひ必要と思う。 

民間側に説明責任を求

めているので、民間側が

説明の際の必要に応じ

て第三者の分析結果を

使うのは考えられる。 

必要性を感じる。そうい

う機関がなければいけ

ないと思う。ただ、現状

では第三者機関として

信頼できる組織は存在

しない。 

行政側でソフトを評価

するのは難しいので、専

門機関が評価するとい

うのは流れとしてはあ

ると思う。 

あればよいと思うが、ど

ういう組織がそれを担

うのかイメージがわか

ない。 

行政が諮問する形だと

時間がかかってしまう

ので内部にはつくりた

くない。民間側でやって

もらえるのであれば、あ

ってもいいと思う。 

第
三
者
機
関
に
つ
い
て 

第三者機関によ

る客観的分析を

介在させる上で

の懸念事項 

都計審の専門部会だと行

政手続きになるので硬直

的になる恐れがある。ま

た多様なジャンルがあり

うるので、それら全てを

行政内で抱えられない。 

第三者機関が民間側の

お手盛りとなる可能性

があるので、中立性の保

たれる組織がないとそ

れを判断材料とするの

は難しい面がある。 

個人的にはＮＰＯが成

熟し、専門性を持つこと

に期待している。第三者

機関をどのようにして

認定するかは難題であ

る。 

日本の風土からすると、

なじまないのではない

か。第三者機関が正しい

といったところで、地元

は納得しない。もっと別

の信頼関係で成り立っ

ている。 第三者が分析した結果

が正しいかどうかを結

局行政側がチェックす

ることになる。ただ、行

政側ではそれを判断す

るのは困難である。 

案件がどれだけでてく

るかわからない中で、都

計審の専門部会を設置

するのは困難である。 

例えば、事業者が行う事

業採算性の検討結果が正

しいかどうかは、行政側

では判断しきれないのが

実状である。行政側が妥

当として受け入れておい

て、その後事業が頓挫し

てしまうと困ってしまう

ので、このような組織は

必要と思う。 

信頼性のある組織づく

りが必要である。 

実態 

相談にくる熟度がまちま

ちのため、ケースバイケ

ースで対応している。 

行政内のたらい回しは避

けたいと考えている。 

大きなプロジェクトに

ついては、ワンストップ

で行われている。ただす

べての開発がワンスト

ップにはなっていない。 

案件毎に担当を配置し

ている。ただ、案件とし

て取上げられるまでが

長く、その間はワンスト

ップになっていない。 

ワンストップショップ

を実践している。都市計

画課がプロジェクトの

推進役となって庁内の

調整にあたっている。 

これまでも開発プロジ

ェクトには進行管理型

で対応している。 

上記審査会の下にＷＧ

を設置している。この場

で一括調整を行う予定

である。 

大崎駅周辺は歴史が長い

こともあり、対応が地区

毎に異なっているが、基

本的には庁内調整は都市

開発課が行っている。 

極力進行管理型になる

よう努めている。必要に

応じ、関連部署に窓口担

当者が一緒に回ること

も行っている。 

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
シ
ョ
ッ
プ
に
つ

い
て 

協議窓口を一本

化するにあたり、

懸念される事項 

スタッフの充実は組織的

に余裕がないので難し

い。 

ワンストップは必要と

思う。今のところ案件が

少ないので、対応可能だ

が、これが増えていくと

対応困難になる。 

行政職員が調整するの

は、しがらみがいろいろ

あり難しい。第三者が調

整できるような仕組み

があるとよい。 

－   － －

全ケースをワンストップ

で行うことは事業者にと

って望ましいことと思う

が、現在のスタッフ、体

制からすると困難。 

－ 

周
辺
地
域
も
含
め
た
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
に
つ
い
て 

上位計画と整合

しない場合でも、

将来像レベルの

内容について提

案者と対等な形

で議論すべきと

考えられるがい

かがか。 

マスタープランに整合し

ていないから門前払いす

ることはない。 

都の上位計画は大まかな

内容であるため、むしろ

区のマスタープランとの

関係が重要になる。区の

考え方に沿っていれば、

都としては柔軟に対応し

ていこうと考えている。 

都の上位計画の内容は、

大まかな方向性を示す

ものが多く、これと整合

しないような内容はあ

まりないと思う。仮に整

合しない内容があった

場合、先に上位計画につ

いて協議を行ってもら

う必要がある。 

もっと詳細な都市マス

をつくろうとしていた。

ところが調整の過程で

現在のような大まかな

表現になってしまった。

都市マスで区分してい

る地域を範囲にグラン

ドデザインを描いても

らえば、ぜひ議論をした

い。 

中央区では、民間の意見

をむしろ吸収しながら

開発を進めている。より

よいまちづくりになる

グランドデザインであ

れば、そちらを選ぶ。 

今のタイミングであれ

ばＭＰの次期改定に反

映することも検討する。

ＭＰは、大まかな方向性

を示すものであり、それ

に反するようなものは

受け入れ難いという面

もある。 

住民がどう思うかにか

かっている。 

新宿区の都市マスは策

定からかなりの年月が

たっているため、整合し

ないからといって門前

払いはしない。 

ただ、大きな方向性は変

化していないので、周辺

との折り合いの中で、妥

当性を議論していくこ

とになる。 

急激な変化で、地域の実

状とあわない計画となっ

ていれば、その変化には

対応していきたい。 

現在、大崎駅周辺地域で

は、グランドデザインを

策定中であり、提案に先

行して提案予定者と対等

な形で将来像レベルの議

論をしている。 

都市マスを全市、区、地
区の３段階に分けてい
る。開発者と地域住民・
地権者が協力したり、Ｎ
ＰＯや民間が中心にな
って地区プランをつく
ることが望ましい姿で
あり、ぜひグランドデザ
インを策定した上で、そ
の延長でプランと整合
のとれた提案をしても
らいたい。 

「
都
市
再
生
特
別
地
区
の
活
用
手
法
に
つ
い
て
」
の
提
案
内
容
に
つ
い
て 

その他 

行政側が棚上げして動き

が止まってしまうのは避

けたい。そのため、打合

せ時に必ず宿題を出し

て、次の打合せを決める

ようにしている。 

マスタープランは、個人

的には、あまり描き込ま

ずに、個別対応で創意工

夫の余地がある方が、今

の時代には合うのでは

ないかと考えている。 

既定のグランドデザイ

ンは、次の動きを創るた

めに、現在動きがある所

を整理したものである。

（空白部分が次の動き

を創るべき箇所） 

民間からの提案を受け

る待ちの姿勢ではなく、

開発動向に常にアンテ

ナをたてて、区主導でま

ちづくりを育てていく

姿勢で臨んでいる。 

－ 

基盤整備済み地区もあ

るので、開発地の外でま

ちづくりに貢献するよ

うな内容も評価の対象

とするよう間口を広げ

て考えている。 

大崎駅周辺地域では、建

築デザインのガイドライ

ンを策定したいと考えて

いる。 

都市再生特別地区につ

いて、事後のオペレーシ

ョン方法も含めた提案

があるとよい。またでき

あがり後の事後評価も

個人的には必要と思う。
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